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国連安全保障理事会と自由権規約委員会の関係
―狙い撃ち制裁に関わるSayadi事件を素材として― (２・完)
丸 山 政 己
Ⅰ はじめに
Ⅱ 狙い撃ち制裁に関する安全保障理事会の実行
Ⅲ 自由権規約委員会の対応
1 規約委員会の任務・権限 (以上､ 48号)
2 Sayadi事件の検討
Ⅳ 安全保障理事会と自由権規約委員会
1 立憲的アプローチという視点
2 国際人権規範による統合の可能性？
3 規約委員会による法的コントロールの可能性？
Ⅴ 結びにかえて (以上､ 本号)
Ⅲ 自由権規約委員会の対応
２ Sayadi事件の検討
(a) 事件の概要
通報者 (authors) は､ サヤディ (Nabil Sayadi) とその妻ヴァンク
(Patricia Vinck) である｡ サヤディ氏は1966年レバノン生まれ､ ヴァ
ンク氏は1965年ベルギー生まれであり､ 両者ともにベルギー国籍をもっ
ている｡
2002年９月３日､ 締約国 (ベルギー) は一連の安保理決議とEU規則
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に基づき通報者の刑事捜査を開始した｡ さらに締約国は､ 11月19日､ 通
報者がそれぞれ世界救済基金 (Fondation Secours Mondial) の理事
(director) とその秘書であり､ 同団体は､ 既にリスト化されている米
国のグローバル救済基金 (Global Relief Foundation) の欧州支部で
あると制裁委員会に報告した｡ 制裁委員会は2003年１月23日､ 通報者
をリスト化した｡ 通報者には子供が４人おり､ 犯罪履歴もなかったが､
リスト化に伴って､ 就業､ 旅行､ 資産の移動､ 家計上の支払が不可能と
なった｡ 通報者に対して､ リスト化の理由及び関連情報へのアクセスは
認められなかった｡
2004年２月３日､ 通報者は政府を相手取ってブリュッセル第1審裁判
所に提訴した｡ その１年後である2005年２月11日､ 裁判所は､ 両者の非
リスト化に向けた手続を開始するよう政府に要請した｡ この命令に従っ
て､ 締約国は２月25日に制裁委員会に非リスト化を要請した｡ しかし､
制裁委員会による非リスト化は成立しなかった｡ その後､ 2005年12月19
日､ ブリュッセル第1審裁判所の刑事裁判部は､ 通報者が無罪であると
して､ ３年以上にわたる刑事捜査に関する手続を棄却した｡ 上の二つの
手続きについて控訴はされず判決は確定している｡ これを受けて､ 締約
国は2006年４月４日に改めて非リスト化申請を制裁委員会に対して行っ
たが､ ここでも一部の国の反対により成立しなかった｡ その前の３月
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 締約国の主張によれば､ グローバル救済基金は､ 米国で活動するイスラム慈
善団体であり､ アル・カイーダへ資金提供を行っている｡ 通報者の属する世界
救済基金は､ その欧州支部である｡ Views, Communication No.1472/2006,
CCPR/C/94/D/1472/2006, 29 December 2008, para.4.2. 以下､ サヤディ事
件の見解を引用する場合は､ Viewsとのみ表記する｡ なお､ グローバル救済基
金は米国連邦政府命令の無効を求めて連邦地方裁に訴えを起こした｡ Gestri,
Marco,“Legal Remedies against Security Council Targeted Sanctions:
de Lege Lata and de Lege Ferenda Options for Enhancing the Protection
of the Individual”17 Italian Yearbook of Int’l Law (2007), p.34.
14日､ 通報者は委員会に通報した｡
通報者は､ 締約国による規約第２条３項 (実効的救済を受ける権利)､
第12条 (移動・出国の自由)､ 第14条１､ ２及び３項 (公正な裁判を受
ける権利)､ 第15条 (遡及処罰の禁止)､ 第17条 (私生活・名誉及び信用
の尊重)､ 第18条 (思想・良心及び宗教の自由)､ 第22条 (結社の自由)､
第26条 (法の前の平等・無差別) そして第27条 (少数民族の保護) 違反
を主張した｡
これに対して締約国は､ 通報の受理可能性を争った｡ すなわち､ 選択
議定書第1条は通報者が憲章上の義務を履行する締約国の措置を争うこ
とを認めていない｡ 本件において通報者は第1条にいう締約国の管轄下
にはないのであり､ 委員会は通報を検討する権限をもたない｡ また通報
者の提起している問題は､ 既に国連の制裁委員会によって検討中であり､
これは議定書第５条２項(a)にいう ｢他の国際的な調査または解決の手
続｣ に合致する｡ さらに通報者は人道的例外条項を援用しておらず､ 議
定書第５条２項(b)にいう ｢利用しうるすべての国内救済措置を尽くし
たこと｣ にはならない｡ 以上により､ 受理不能というわけである｡
その後､ 委員会は､ 2007年３月30日に通報が受理可能であると決定し､
2008年10月22日に締約国による第12条及び第17条違反があるとする見解
を採択した｡
(b) 見解の要旨
受理可能性に関する決定：委員会は､ 国連憲章のような他の条約違反
の訴えやテロリズムに対する闘いに関する国連の規則を争う訴えを検討
することはできないが､ 締約国により履行された義務の淵源に関わらず､
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 締約国は､ 制裁委員会が2006年５月25日付けで問題がまだ係争中であると述
べる覚書を発出していることに触れて､ 通報者によって提起された問題は未だ
制裁委員会で審議中であると主張した｡ Views, para.4.5
締約国が規約に規定された権利を侵害していたというような訴えに関す
る通報は認めることができる｡ 選択議定書第1条の規定は通報の検討を
妨げない (7.2項)｡
委員会は､ 同一の事案が既に他の国際的な調査または解決の手続によっ
て検討されている場合には通報を検討する権限をもたない｡ 問題となっ
ている事案は現在制裁委員会で検討されている非リスト化の要請であり､
これは通報者によって提起されたものではなく､ 制裁委員会のガイドラ
インに基づいて締約国によりなされたものである｡ 従って､ 同一の事案
は他の国際的な調査または解決の手続において検討されてはおらず､ 委
員会は第５条２項(a)の規定に従って通報を検討することを妨げられな
い (7.3項)｡
国内救済完了の問題について､ 決議1452とEC規則561/2003号に規定
された人道的例外条項は､ 締約国がリスト化された個人の基礎的費用
(basic expenses) に必要であると決定する場合には､ その分の資産凍
結の不適用を締約国に許可するものである｡ たとえもし通報者が同条項
を援用したとしても､ それは規約違反に対する実効的な救済とはならな
いであろう｡ 従って､ 人道的例外条項の援用は､ 通報者が委員会に通報
する前に尽くすべき利用可能な実効的救済とはいえない (7.4項)｡
規約第２条３項､ 第12条､ 第14条１, ２及び３項､ 第15条及び第17条
については､ 通報者によって提出された事実が事案の実体 (merit) に
密接に関連しており､ 本案において検討されるべきである｡ 従って､ こ
の通報は､ 受理可能である (7.5項)｡
本案：委員会は､ 受理可能性の決定において､ 議定書第１条の規定は
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 規約第18条､ 第22条､ 第26条及び第27条に基づく主張については､ 受理可能
であることを通報者が十分に立証していないとして退けた｡ なお､ 受理可能性
の決定については､ ロドリー・シェーラー・モトック各委員が共同で､ ケーリ
本通報の検討を妨げないとの見解をとったが､ 締約国は､ その後も安保
理の決定を遵守するよう拘束されると主張した｡ 委員会は､ 通報に関す
る事実のほとんどは既に受理可能性の段階で徹底的に検討されていると
認識する｡ 従って､ この通報を検討する委員会の権限について改めて検
討する必要はないと考える (10.2項)｡
当事者は､ 規約第46条を援用しなかったが､ 本件の特別の事情に鑑み
て､ 委員会は第46条の関連性を検討する｡ 第46条は､ 規約のいかなる規
定も､ 国連憲章規定の適用を妨げるものと解釈してはならないと定めて
いる｡ しかしながら､ 委員会は､ 本件において国連憲章規定の適用を
妨げるような規約規定の解釈に関する問題は生じないと考える｡ 本件は､
安保理決議の履行に際して締約国がとった国内措置と規約の適合性に関
するものである｡ 従って､ 第46条は本件とは関係ない (10.3項)｡
第12条違反の主張について｡ 通報者らはベルギーを出国できず､ 特に
サヤディ氏は他国における雇用の申出を受けることができなかった｡
締約国はこの主張を争ってはいない｡ 通報者の移動の自由について制限
が存在した｡ しかし､ 第12条に規定される移動の自由は､ 絶対的な権利
ではない｡ 12条３項によれば､ 締約国は､ その制限が､ 法律で定められ､
国の安全､ 公の秩序 (public order, ordre public)､ 公衆の健康若しく
は道徳又は他の者の権利及び自由を保護するために必要であり､ かつ､
この規約に認められる他の権利と両立するものである場合は､ そうした
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ン・岩沢両委員が共同で､ そしてウェッジウッド委員が各々個別意見を付した｡
 規約第46条は次のように規定する｡ ｢この規約のいかなる規定も､ この規約
に規定されている事項につき､ 国際連合の諸機関及び専門機関の任務をそれぞ
れ定めている国際連合憲章及び専門機関の基本文書の規定の適用を妨げるもの
と解してはならない｡｣
 サヤディ氏は､ カタールで赤新月社のオファーを受けていたという｡ Views,
para.3.10.
権利の行使を制限できる｡
本件における通報者の渡航禁止は､ 安保理決議によって規定されたも
のである｡ しかし､ 委員会は､ 安保理決議を履行するためにとられた国
内措置の規約との適合性を審議する権限をもつ｡ 規約で保護される権利
の保証人 (guarantor) として､ 安保理決議によって締約国に課せられ
た義務がどの程度､ 規約第12条によって保護された移動の自由に対する
権利侵害を正当化しうるかについて検討するのは､ 委員会の責務である｡
憲章第7章に基づく安保理決定を遵守する義務は､ 国家の安全または公
の秩序を保護するために必要な､ という第12条３項の ｢制限｣ を構成し
うる｡ しかし､ 渡航禁止は､ そもそも締約国が制裁委員会に対して通報
者の名前を通知したことから起こった結果である｡ 制裁委員会に対する
リスト化の提案は､ 通報者の刑事捜査開始のわずか数週間後のことであっ
た｡ 締約国は､ 通報者の団体がグローバル救済基金の欧州支部であり､
慈善団体 (charitable organization) のリスト化においてはその雇用
者もリスト化されなくてはならないという制裁委員会の確認があると主
張した｡ しかし､ 米国のグローバル救済基金の構成員は誰一人リスト化
されていないという事実に鑑みると､ 締約国の主張は決定的ではない｡
また､ 通報者の名前は､ 通報者が審理を受ける前に制裁委員会に通知さ
れたことに注目する｡ 締約国はリストから削除する権限自体はもたない
が､ 通報者のリスト化とその結果としての渡航禁止に対して責任がある
と判断する｡
通報者に対する刑事捜査は2005年に棄却され､ 従って通報者は国家の
安全または公の秩序に対していかなる脅威も及ぼしていない｡ さらに､
締約国自身が２度にわたり通報者の非リスト化を要請し､ もはや通報者
はとりわけ出国する権利の制限に服すべきではないと考えている｡ これ
らの事実を合わせ考えると､ 通報者の出国する権利の制限が国の安全ま
たは公の秩序のために必要であるとはいえない｡ 規約第12条違反がある
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(10.5-10.8項)｡
第14条１項及び第２条３項違反の訴えについて｡ 通報者は､ リスト化
を正当化する ｢関連情報｣ に接する機会も与えられず､ またいかなる裁
判所の判断もなしにリスト化され､ 資産を凍結されたと主張した｡ 通報
者は国内裁判所によって､ 非リスト化要請を制裁委員会に提出すること
を要求する命令を獲得したのであり､ また締約国により実際に2度要請
が行われ､ 彼らは締約国の管轄権内において実効的な救済を受けた｡ 違
反はない (10.9項)｡
第14条３項違反の訴えについて｡ 通報者は､ 刑事捜査のための合理的
な時間制限の違反を主張した｡ 合理的な期間かどうかはケース・バイ・
ケースで､ とくに各事案の複雑さを考慮して評価されなければならない
問題である｡ 締約国は､ ３年半にわたる捜査期間は､ 訴訟記録 (dossier)
の複雑さと､ いくつかの捜査上の措置が外国で行われていたという事実
によって正当化されると主張する｡ そうした事実に鑑みて､ 捜査期間に
関する第14条３項違反はない (10.10項)｡
第14条２､ ３項及び第15条違反の訴えについて｡ 通報者は､ 自らに科
せられた制裁は刑事的性質のものであり､ 締約国は制裁の執行に加えて
刑事捜査を開始したと主張する｡ 締約国は､ 資産凍結は刑事的手続や有
罪判決と結びついて科せられる科料 (penalty) ではないので､ 制裁を
｢刑事的な｣ ものと性格づけることはできないと主張する｡ さらに締約
国は､ リスト化は懲罰的な措置というよりむしろ予防的な措置であり､
そのことは影響を受ける人物が資産凍結や渡航禁止の免除を受ける可能
性があるという事実からも明らかである､ と主張する｡ 規約上の用語や
概念は､ どの国内システムや立法からも独立しており､ それらを規約の
観点から自律的な意味をもつものと見なさなければならない｡ 制裁レジー
ムは､ 関係する個人に対して深刻な結果を及ぼし､ そのことは懲罰的な
性質をもつことを示唆するが､ 第14条１項の意味における ｢刑事上の罪｣
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には関係しない｡ 従って､ 第14条２, ３項及び第15条違反はない (10.
11項)｡
第17条違反の訴えについて｡ 制裁リストはインターネットを通じて全
ての人々に入手可能となっている｡ また､ 通報者の名前は政府官報で公
表されている｡ 通報者の名前とリストとの間に否定的な結びつきを見出
す人もあることを考えれば､ 通報者に関する個人情報の普及は､ 彼らの
名誉と信用に対する攻撃となる｡ さらに､ 通報者の信用に疑念を呈する
新聞記事が多く公表されており､ 通報者は日常的に反論の表明を余儀な
くされている｡
そもそも通報者に関する個人情報を制裁委員会に報告したのは締約国
であった｡ 締約国は､ 制裁委員会に通報者の名前を通知する義務があっ
たと主張するが､ それを行ったのは2002年11月19日であり､ 刑事手続の
結果を待たずに行われた｡ さらに､ 2005年に刑事手続が棄却されたにも
関わらず､ 未だに名前がリストに記載されている｡ 締約国の削除要請に
もかかわらず､ 通報者の名前とデータは未だにアクセス可能である｡ 従っ
て､ 締約国は通報者を非リスト化する権限をもってはいないが､ リスト
化に対して責任を負う｡ 締約国の行動の結果として､ 通報者の名誉と信
用に対する不法な攻撃があった｡ 第17条違反が存在する (10.12-10.13項)｡
締約国自身は通報者の名前をリストから削除する権限をもっていない
が､ 出来るだけ速やかにリストから削除されるようできうるすべてのこ
とを行い､ 通報者に何らかの形で補償を与え､ そして削除要請を公表し
なければならない｡ また締約国には､ 将来において同様の違反が起らな
いよう確保する義務がある (12項)｡
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 本案に対しては､ シェーラー委員が反対意見を､ 岩沢・ロドリー両委員が各々
補足意見を付した｡
(c) 若干の考察
サヤディ事件は､ ECJのカディ事件とともに､ 狙い撃ち制裁に関して
国際的な機関が原告に対する人権侵害を認定した数少ない事例の一つで
ある｡ 被告側がECか国かで違いはあるものの､ 安保理決議を ｢履行す
る国または組織の措置｣ の合法性を審査したという点で共通する｡ 逆に､
審査権は ｢安保理決議それ自体｣ にまでは及ばないと明示的であれ黙示
的であれ示している点でも共通する｡ 他方で本件は､ まさに安保理決議
に基づく国連加盟国としての義務と自由権規約に基づく義務が狭義の意
味で抵触している事例である｡ こうした抵触の問題をどのように解決
するか､ さらにはそうした問題に直面する国際的な機関がどのように対
応すべきかを考える上で､ 重要な事例であるといえよう｡
規約委員会は､ 第12条と第17条について違反を認定し､ 安保理決議の
実施という名目さえあれば人権の制限が正当化されるわけではないとい
うことを示した｡ さらに言えば､ 安保理の個人に対する強制措置を国
際人権規範の観点から統制する可能性を大きく広げたとも評価でき
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 なお､ 見解の第13項では､ 他の見解と同様に､ 締約国に対してフォローアッ
プが要請されたが､ 2009年７月までにベルギーによる応答はないようである｡
See Report of the Human Rights Committee, A/64/40 (Vol. I), p. 131.
但し､ 後に触れるように､ サヤディらは2009年７月20日にリストから削除され
た｡ また､ ベルギーも2009年に入ってから､ 上述の ｢同志の国々｣ に参加して､
安保理における手続の改善に向けて努力している｡
 ミラノヴィッチによれば､ 国際法規範の抵触には義務と義務の抵触 (狭義)
と義務と権利の抵触 (広義) があり得る｡ 前者の場合にはとりわけ抵触の解決
が難しくなる｡ Milanovic´ , Marko,“Norm Conflict in International Law:
Whither Human Rights?, 20 Duke Journal of Comparative & Int’l
Law (2009), pp.72-73.
 水島朋則 ｢対テロ安保理決議の実施における自由権規約違反の可能性―サヤ
ディ他対ベルギー事件―｣ 『国際人権』 第20号､ 2009年､ 116頁｡
る｡ ここでは､ 適正手続の権利に関する規約委員会の判断､ ２つの権
利について違反を認定した根拠､ 国連憲章との関係ないし規約委員会の
権限という３つの論点に絞って検討しよう｡
適正手続の権利に関する規約委員会の判断：Ⅱで述べたように､ 国連
レベルで適正手続の権利という時､ それは実質的に規約第14条の公正な
裁判を受ける権利と､ 第２条３項の実効的救済を受ける権利を意味して
いる｡ 実際に､ 通報者はリスト化がいかなる裁判所の判断もないままに
行われたことにより第14条１項が､ 制裁手続において武器平等原則といっ
た機能的保障が欠如していることにより第14条３項違反が存在すると主
張した｡ さらに､ 制裁の適用と国内刑事捜査手続を結びつけて､ 捜査
手続が３年以上続いたことにより､ 第14条３項の構造的保障が欠如して
いること､ そして救済を受ける権利侵害を主張した｡
しかし､ 規約委員会はいずれに対しても違反なしと判断した｡ 第14条
１項と第２条３項については､ ベルギーの国内裁判所で肯定的な結論を
得たことをもって違反なしとした｡ 第14条３項に関する捜査期間の長
さについては事案の複雑さを考慮して違反なしとした｡ さらに､ 狙い
撃ち制裁は ｢関係する個人に対して深刻な結果を及ぼし､ そのことは懲
罰的な性質をもつことを示唆するが､ …第14条1項の意味における 『刑
事上の罪』 に関係しない｣ と述べて､ 第15条も含めて違反なしとした｡
このように､ 規約委員会は狙い撃ち制裁で最も問題視されている適正
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 小畑郁 ｢個人に対する国連安保理の強制措置と人権法によるその統制｣ 『国
際問題 (電子版)』 第592号､ 2010年､ 10頁｡
 Views, paras.3.3, 3.7.
 Ibid, para.3.8.
 Ibid, para.10.9.
 Ibid, para.10.10.
 Ibid, para.10.11.
手続の権利について違反を認定しなかった｡ その理由のポイントは､ シェー
ラー委員が反対意見で正しく指摘しているように思われる｡ シェーラー
委員は､ ECJのカディ事件と比較する｡ カディ事件では､ EC規則によっ
て制裁を課されている者が証拠について知らされうることそして審理さ
れることを認めるメカニズムの提供に失敗しているということに基づい
て無効とされた｡ しかし､ 本件では状況が異なる｡ ベルギーは単に通報
者に関する情報を制裁委員会に提供したのであり､ それは安保理決議の
要求に対して誠実に対応したのである｡ そして､ そうした義務の履行に
ついて一定の裁量があったと推論するにしても､ 通報者の名前を制裁委
員会に通告するのを刑事捜査の結果が出るまで待つべきであったと考え
るのは合理的ではない｡ 狙い撃ち制裁が対象とする ｢危険の急迫性と重
大性｣ が考量されるべきである､ と｡
要するに､ 規約委員会は狙い撃ち制裁の実効性を考慮して､ 適正手続
の厳格な基準を当てはめることを避けたと考えられる｡ この点について､
狙い撃ち制裁が安保理の主張と同様に､ 刑事的な性質ではないことを認
めた点は重要であろう｡
第12条及び第17条について違反を認定した根拠：規約委員会は､ 通報
者の移動の自由の阻害と名誉や信用に対する不法な攻撃という､ いわば
実体的権利については違反を認めた｡ 適正手続の権利とは異なり､ 規
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 Ibid, pp.32-33. さらに､ カディ事件においてもEC規則を無効とする命令の
執行を３ヶ月停止したことを指摘する｡
 なお､ 受理可能性の段階でケーリン・岩沢両委員は､ 資産凍結措置は通報者
の違反容疑に対する制裁の目的で行われるものではなく､ 行政的性質のもので
あり､ 第14条２項及び３項､ 第15条に関する訴えは事項管轄権の観点から受理
不能とすべきであったと述べていた｡ Ibid, p.28. しかし資産凍結措置の半永
久性を主な根拠として､ これを法的処罰 (legal penalty) にあたると見なす
見解はなお根強いと思われる｡
約委員会は違反の根拠をベルギーが通報者の情報を制裁委員会に通告し
た点に求めているように思われる｡ 例えば､ 第12条については ｢渡航禁
止は締約国が最初に制裁委員会に対して通報者の名前を通知したことか
ら起こった結果であることを想起｣ し､ ｢とりわけ他の国が同慈善団体
の他の雇用者の名前を制裁委員会に伝達していないという事実｣ を指摘
し､ 通報者がリスト化されていること及びその結果として渡航が禁止さ
れていることに責任があると述べる｡ また第17条についても､ ｢通報
者に関する全ての個人情報を最初に制裁委員会に通報したのは締約国で
あったことを想起｣ し､ 締約国の非リスト化要請にも関わらず､ 通報者
の名前と情報がいまだに一般にアクセス可能であることに責任があると
述べる｡
これは､ 憲章第103条との関係で重要である｡ 後述するように､ 規
約委員会は第103条との関係に踏み込んで議論することを回避した｡ そ
れとの関係で､ 締約国による制裁の履行措置ではなく､ リスト化の提案
という原因行為に依拠せざるを得なかったとも考えられる｡ 確かに､ 見
解においてはリスト化の提案だけではなく､ リスト化やその結果として
の渡航禁止それ自体に対するベルギーの責任も認定しているとも理解し
うるが､ その場合､ 第103条との関係を明確にする必要がある｡ この点
について､ ミラノヴィッチは､ 個人に対して実際に被害を加える履行措
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 ここでは詳述しないが､ 移動の自由における制限事由として安保理の強制措
置が該当すると確認し､ 安保理決議を履行する義務がどの程度権利侵害を正当
化しうるかを審議するのは規約委員会の責務であるとした点も重要であると思
われる｡ Ibid, para.10.6.
 Ibid, para.10.7.
 Ibid, para.10.13.
 憲章第103条は次のように規定する｡ ｢国際連合加盟国のこの憲章に基づく義
務と他のいずれかの国際協定に基づく義務とが抵触するときは､ この憲章に基
づく義務が優先する｡｣
置の合法性が第103条によって争えないとすると､ それに先立つ提案行
為が争えるのは不合理だと指摘する｡
さらに､ 制裁委員会への通告の時期が尚早であった旨の指摘が見受け
られる｡ 規約第12条については ｢通報者が審理される前に制裁委員会に
通知されたことに留意｣ し､ 規約第17条についてはベルギーが通知を行っ
たのは ｢2002年11月19日であり､ 検察局の要請で開始された刑事捜査の
結果を待たずに行われたことに留意｣ すると述べている｡ これは､ 上
で紹介したシェーラー委員の指摘とは矛盾する｡ すなわち､ ３年以上に
及ぶことになる刑事捜査の結果を待つ間に通報者らがテロリズムに協力
するという事態も想定し得たのであり､ 規約委員会の立場は結果論にす
ぎないとも考えられる｡ 少なくとも狙い撃ち制裁の実効性に配慮した
とも考えられる適正手続の権利についての判断とは､ 整合しないように
思われる｡
国連憲章との関係及び規約委員会の権限：これは､ 本件における最も
重要な論点である｡ 見解に付された少数意見もこの論点に集中している｡
この点は主として受理可能性の段階に関わる｡ 実際に､ 受理可能性の段
階で通報者が議定書第１条の意味における ｢管轄の下｣ にないとの締約
国の主張は､ まさに規約委員会のこの問題を扱う権限を争う主張であっ
た｡ 規約委員会は､ ｢国連憲章のような他の条約違反の訴えやテロリズ
ムに対する闘いに関する国連規則を争う訴えを審議することはできない
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 Milanovic´ , Marko,“The Human Rights Committee's Views in Sayadi
v. Belgium: A Missed Opportunity, 1 Go¨ettingen Journal of Int’l Law (2009),
p.529.
 Views, para.10.13.
 水島 ｢前掲論文｣ (注9) 116頁｡
 なお､ ４条２項との関係で､ 狙い撃ち制裁は緊急事態に該当し､ その場合に
逸脱可能な権利の評価における均衡性原則が適用されると確認している点も､
本見解の重要な意義のひとつであろう｡ 本稿注63も参照のこと｡
が､ 締約国により履行された義務の淵源に関わらず､ 締約国が規約に規
定された権利を侵害しているとの訴えに関する通報は認めることができ
る｣ と述べた｡
これに対して何人かの委員は少数意見で反論している｡ ロドリー・シェー
ラー・モトック各委員は､ 共同意見で次のように述べる｡ 締約国が通報
者の非リスト化に向けてできる限りのことをしているのは明らかであり､
締約国は自己の権限内で唯一の救済を与えている｡ 従って､ 規約委員会
が締約国による安保理のリスト化手続の単純な遵守がそれ自体規約に反
すると信じない限りは､ いかにして通報者が選択議定書第1条に基づく
被害者と見なされうるのか明らかではない､ と｡
さらにウェッジウッド委員は､ より端的に事案の対象が憲章第7章に
基づく強制行動であった点を強調する｡ すなわち通報者は､ 国連安保理
の行動と決定について申し立てているのであり､ ベルギーの行為につい
てではないと指摘する｡ 資産の凍結は悲惨なテロ行為を防止するために
計画され､ 安保理は､ ｢平和に対する脅威｣ に立ち向かい ｢国際の平和
と安全の維持又は回復のため｣ に行動している｡ 従って､ 憲章第48条２
項､ 第25条､ 第103条の規定が適用される｡ ｢委員会はこれらの規定を書
き換えるために､ 国家に対する訴えの無意味な形態を用いることは認め
られない｡ 委員会が認めるように､ 委員会は安全保障理事会の決定を審
査する上訴管轄権をもっていない｡ ましてやそれらの決定を遵守する国
家を罰することはできない｡ それは､ 国際連合憲章の基本的構造とも自
身の規約に基づく責任とも合致しない｡｣
見解の論理構成を積極的に評価するものもある｡ ケラーとフィッシャー
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 Views, para.7.2.
 Ibid, p.27.
 Ibid, pp.29-30.
は､ 安保理決議を履行する国々はその他の国際法規則に拘束されるかど
うかといった点から安保理決議1456第６項の ｢国々は､ テロリズムと闘
うためにとる措置が国際法､ とりわけ人権法､ 難民法及び人道法に基づ
く義務に合致するよう確保しなければならない｣ との規定を想起する｡
従って､ 安保理の制裁それ自体が国際法と合致しているかどうかに関わ
りなく､ 国々はその履行が国際法違反とならないよう確保する義務を負
うのであり､ この文脈における国家行動の国際法 (規約) との合致は､
司法審査可能である｡ 規約委員会は､ 一方で安保理による制裁の合憲性
問題を回避しつつ､ 他方で安保理決議を履行する国の措置は人権を尊重
しなければならないことを明確にしたという意味においてバランスをとっ
た｡ こうして､ 規約委員会の決定は､ 直接的にはベルギーに対して向け
られたものではあるが､ 最終的には安保理への間接的なシグナルだとい
うのである｡
これに対して､ ミラノヴィッチは､ 規約委員会は ｢提起された問題の
複雑さと重大さに対して正義をもたらすことに失敗した｣ と､ 大変に批
判的である｡ その主旨は､ 規約委員会が憲章第103条及び規約第46条
について積極的に取り組むべきであったということである｡ 規約委員会
は､ 本案段階で､ この通報を審議する規約委員会の権限について改めて
考慮する必要はないとしつつ､ 規約第46条の関連性について検討したと
述べた｡ この記述自体が､ 規約委員会は本件について厄介な問題に直面
していたことを例証しているとも考えられるが､ 実際には､ 端的に第46
条は本件に関連しないとだけ述べた｡ ミラノヴィッチは､ 規約委員会に
よる規約第46条の扱いには､ ３つの方向性があったとして次のように整
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 Keller, Hellen, & Fischer, Andreas,“The UN Anti-terror Sanctions
Regime under Pressure, 9 Human Rights Law Review (2009), p.264.
 Milanovic´ , supra note 22, p.521.
理する｡
第１は､ 憲章第103条と向き合った上で､ 規約委員会はこの通報を立
証されていないとして却下するというものである｡ これは､ 上でも紹介
した受理可能性段階で付された少数意見とともに本案段階におけるシェー
ラー委員の見解である｡ 彼によれば､ 規約委員会の理由付け､ とりわけ
見解の10.6項は､ 規約を国連憲章と同等に見なし､ 憲章に従属させてい
ないように思われると指摘する｡ 確かに､ 規約委員会が通報の審査を
拒絶することで第103条との関係では問題を回避することはできる｡ し
かし､ 狙い撃ち制裁における人権侵害の救済を求める個人にとっては望
ましい方向ではない｡
第２は､ 関連の安保理決議と規約を調和的に (harmonized with)
解釈することによって､ 抵触の範囲を最小限にする又は回避しようとす
る方向である｡ これは､ 岩沢委員の個別意見で指摘された点に連なる｡
岩沢委員は､ 規約委員会のとったような方法で憲章第103条により提起
された問題を回避すべきではないと指摘する｡ その上で､ 国際の平和及
び安全の維持に関する責任を負う上で安保理は国連の目的及び原則に従っ
て行動しなければならないと規定する憲章第24条に留意し､ 憲章第１条
３項及び55条ｃの人権規定を指摘する｡ そして､ 憲章第25条に基づいて､
加盟国は ｢この憲章に従って｣ 安保理の決定を受諾し履行することに合
意している｡ こうして､ 規約の締約国は､ 安保理決議の履行においてさ
え､ 規約に基づく義務を最大限可能な限り遵守するよう義務づけられて
いる｡ このように考えると､ 締約国は安保理決議を遵守しつつも他のや
り方で行動することができた､ 憲章第103条は規約委員会が見解で述べ
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 Ibid, p.523 et seq.
 Views, p.32.
た結論に至ることを妨げるものではない､ というのである｡
またロドリー委員も､ 抵触が存在するか否かについて､ 規約委員会は
少なくとも一応の (a prima facie) 見解を示すことができたと指摘した
上で､ 岩沢委員とほぼ同様に憲章を解釈し､ 安保理はその決議に基づく
措置による人権侵害を意図していなかったという推論が第一義的な解釈
基準であると指摘する｡ ミラノヴィッチは､ こうした調和的解釈は決
議の文言がある程度一般性を有している場合､ そして国々が履行する場
面において一定の裁量の余地が残されている場合にのみ可能であると指
摘する｡ 本件でベルギーに与えられていた唯一の裁量とは､ リスト化の
提案行為であって､ この提案行為を根拠に違反を認定するにしても､ 第
103条を回避すべきではなかった｡
第３は､ 直接的に安保理決議の審査に従事するという方向性である｡
これには強行規範に照らした決議の ｢対外的な｣ 有効性の審査と憲章に
照らした ｢内部的な｣ 有効性審査の２つの根拠が考えられるという｡
本件で違反が認定された規約第12条及び第17条については､ 前者はほと
んど関連性がない｡ しかし､ 後者については､ ｢委員会は､ 例えば国連
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 Ibid, pp.34-35.
 Ibid, p.36.
 Milanovic´ , supra note 22, p.536. ロドリー委員は､ 安保理決定に関連する
国家実行は関連する解釈上の要因と見なされなければならない､ すなわち通報
者が､ 締約国と同じ立場の他国が締約国と同じ方法で行動しなかったと主張し､
その証拠を提供した限りにおいて､ 本件で規約委員会にとって効果的に決定的
であったのは､ おそらくこの基準である､ と指摘する｡ Views, p.37.
 ロドリー委員は､ 安保理決議の解釈基準として､ 国際人権法の強行規範が侵
害されるべきとの意図はなかったという推論､ 国際人権条約における逸脱不可
能な権利の侵害を意図していないとの推論 (権利のすべてが必然的に強行規範
の規則というわけではない)､ 逸脱可能な権利についてさえ､ 逸脱するために
は必要性と均衡性の原則の条件を満たさなくてはならないという推論 (一般的
意見29) を指摘する｡ Views, p.37.
安保理のレベルにおける適正手続保護の不在がリスト化手続の国連憲章
違反を意味し､ 従って国連安保理決議は第103条によりICCPRに優越す
るとは言えない､ と判断できたかもしれない｡ もちろん､ この方法は危
険に満ち溢れている｡ 規約委員会は､ 憲章のかなり不十分な人権規定に
実質的内容を読み込まなければならないばかりか､ ―たとえ付随的にの
みであれ―国連安保理の決定を審査する権限を肯定しなければならない
であろう｡｣ 規約委員会がそうすることに躊躇したのは理解できる｡ し
かし､ 皮肉なことに､ 理念的にはもっとひどい結果になったというので
ある｡
以上の方向性のうち､ どれが規約委員会のとるべき立場かについてこ
こで踏み込むことはしないが､ ロドリー委員の次の指摘は規約委員会の
苦悩をよく反映しているであろう｡
｢最初の決議1267からほぼ10年､ 9.11から７年を経て､ なぜ安保理は透明性､
アカウンタビリティーそして中立的で独立的な事実の評価といった人権価値に
合致した手続を発展させることができないのかについて考察することは容易で
はない｡ これらの価値に合致した手続に変えることはそれほど遠い未来の話で
はないと考えることもできよう｡ そうなれば､ 規約または他の国際人権諸条約
の締約国は､ 自らがとるべき立法行為又は執行行為について判断する際に､ 困
難な解釈行為または安保理決議の有効性に対する挑戦にさえ従事しなければな
らないという厄介な立場におかれることを回避できるであろう｡｣
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 Milanovic´ , supra note 22, p.536.
 Views, pp.37-38.
Ⅳ 安全保障理事会と自由権規約委員会
１ 立憲的アプローチという視点
筆者は別稿において､ これまで国際組織において有力な考え方であっ
た機能主義に立憲主義を対比させ､ 国内法における立憲主義がそのまま
国際組織には妥当しえないことに留意しつつ､ 立憲的アプローチという
視点の可能性を論じた｡ 本稿の目的である規約委員会の役割の検討にお
いても､ この視点から検討することが有益であるように思われる｡ ここ
で､ 対比される機能主義と立憲主義の要点は､ さしあたり次の5点にま
とめられる｡
第１は､ 安保理の第７章権限について､ 機能主義が黙示的権限ないし
機能的必要性を強調し､ 国際の平和と安全の維持・回復という目的に大
変重要な地位を与えるのに対して､ 立憲主義は権限の基礎づけとしての
国際共同体の利益・価値を重視する｡ 平和の維持という目的の観点から
ではなく､ 保護･実現しようとする国際共同体の利益･価値の観点から､
安保理の活動内容を評価しようとする｡
第２に､ 国連憲章と一般国際法の関係について､ 機能主義は原則とし
て一般国際法としての慣習国際法は､ 憲章の枠組または制度的実行を通
じて取り込まれる限りにおいて､ 法的制約となると考え､ 安保理の任務･
機能の達成を重視するゆえに､ 政策的考慮や実効性の概念に重きを置く｡
これに対して立憲主義は､ 一般国際法とりわけ強行規範による制約を強
調し､ 憲章に基づく制度的実行に取り込まれる形ではなく､ 一般国際法
がそれ自体で自律的効果をもつ制約として把握する｡
第３に､ 既存の様々な制度との関係において､ 機能主義は安保理をそ
れら制度の上位に位置づける傾向がある｡ 安保理の集権的で ｢排他的な
(exclusive)｣ 権限を付与する集団安全保障体制を重視するため､ コン
トロールの観点からは､ 国際組織における権力分立を否定し､ 自己監査
(self-censorship) に留まると考える｡ これに対して立憲主義は､ ICJ
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による司法審査に重点を置き､ ICJ以外の諸制度・機関との関係におい
ても､ 権力分立の観点から評価しようとする｡
第４に､ 加盟国の最終手段に訴える権利について､ 機能主義はこれを
否認するのに対して､ 立憲主義は肯定する傾向にある｡
最後に､ 国際組織の一般理論レベルにおける機能主義の観点からは､
機能別 (問題領域毎) のレジームの並存が大前提とされ､ それぞれのレ
ジームには､ それぞれの機能に則した任務の遂行が期待され､ 他のレジー
ムの機能は原則として考慮されない｡ これに対して立憲主義は､ ｢国際
法の分裂化｣ に対する強い危惧があり､ そのことへの対応として想定さ
れる｡ 具体的には､ 諸制度の拡散に対しては､ 国連を中心とする国際共
同体の一体性が､ 規範の分裂に対しては､ 客観的国際法による統合が想
定されることとなる｡
２ 国際人権規範による統合の可能性？
サヤディ事件で提起された問題を翻って安保理の視点から考察すると､
安保理が憲章第７章の措置をとる場合にどのような法的制約があるか､
そこに国際人権規範が含まれるか､ そうした規範の淵源は何かという問
題に言い換えることができる｡ さらにその前提として憲章第103条の解
釈問題がある｡ これらの問題をごく簡潔に検討しておこう｡
安保理決議ないし行動は､ そのことから生じる加盟国に対する義務づ
けが､ 加盟国の憲章以外の条約または慣習国際法に基づく義務と抵触す
ることから問題視される｡ そこで､ しばしば憲章第103条の解釈がこの
問題の出発点とされるのである｡ 第103条は､ 条約義務と憲章義務が抵
触するときには､ 憲章義務が優越することを規定している｡
法政論叢──第49号(2010)
80
(
八
一)
 拙稿 ｢国連安全保障理事会に対する立憲的アプローチの試み―予備的考察―｣
『山形大学紀要 (社会科学)』 第40巻第１号､ 2009年､ 58-61頁｡
問題は､ この規定が一種の階層性を持ち込み､ 憲章をその頂点に置こ
うとしたことにある｡ 確かに､ 第103条では優先関係が規定されているに
とどまり､ 類似の連盟規約第20条１項のように両立しない義務を ｢廃棄｣
する義務を課しているわけでもなく､ 条約法条約に規定された強行規範
のように抵触する条約を ｢無効｣ にするわけでもない｡ その意味で､ 抵
触の場合に､ 具体的にどのような法的結果が生み出されるか必ずしも明
らかではない｡ 安保理決議に基づく義務が ｢優越｣ することが明らかで
あるのみである｡ そのような安保理決議が ｢憲章に従って｣ 採択されたも
のである以上､ 全く他に制約がないのかどうかが､ まず問題となる｡
確かに､ 第103条は ｢他のいずれかの国際協定に基づく義務｣ と規定
しているのみであって､ そこに慣習国際法が含まれるかどうかは必ずし
も明らかではない｡ 少なくとも慣習国際法に照らして､ 第103条を援用
できない場合が存在するということはできるかもしれない｡ そのよう
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 佐藤哲夫 ｢国際社会の共通利益と国際機構｣ 大谷良雄編 『共通利益概念と国
際法』 国際書院､ 1993年､ 93頁｡ See also Bernhart,“Article 103, Simma,
Bruno et al (eds.), The Charter of the United Nations: A Commentary Second
Edition, vol.II, Oxford Univ. Press (2002), pp.1293-1298.
 ミラノヴィッチは､ 他の条約に基づく義務違反から生じる国の責任を阻却す
る効果があるとする｡ Milanovic´ , supra note 22, p.522.
 バウエットは､ ｢憲章に違反して行なわれた決定は拘束力をもたない…｣ と
指摘する｡ また､ 第103条は慣習国際法にまで及ばないという立場をとる｡
See Bowett, Derek,“The Impact of Security Council Decisions on Dispute
Settlement Procedures, 5 EJIL (1994), pp.89-92.
 例えば､ ｢慣習国際法として存在する一般国際法上の強行規範｣ の場合であ
る｡ 強行規範に反する義務が第103条の対象にならない点は､ 学説の一致する
ところであろう｡ ジェノサイド条約適用事件 (第２仮保全措置命令) における
エリュー・ラウターパクト個別意見参照｡ Case Concerning Application of the
Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of Genocide (Bosnia
and Herzegovina v. Yugoslavia (Serbia and Montenegro)), Further
Requests for the Indication of Provisional Measures, Order, 13
な場合には､ 慣習国際法の規則と抵触する場合は第103条を援用するこ
とはできないという解釈が可能である｡ 他方で､ 条約法の一般原則に従
えば､ 特別法は一般法を破るわけであるから､ 憲章すなわち特別法に基
づく義務が優先すると解釈することも可能であろう｡ この点について
は､ 憲章を国際共同体の ｢憲法｣ と見なすことにより､ 慣習国際法に基
づく義務に対する優先性も含むとする立場がある｡
いずれにせよ､ 第103条が慣習国際法に基づく義務を含むかどうかに
ついては､ 依然として争いがある｡ そうした対立の背景には､ 安保理に
対して法的制約を及ぼそうとする試みがある｡ しかし､ 法的制約の淵
法政論叢──第49号(2010)
82
(
七
九)
September 1993, Separate opinion of Judge Lauterpacht, paras.89-107.
 Alvarez, Jose´ E.,“The Security Council's War on Terrorism: Problems
and Policy Options”de Wet, Erica, & Nolkaemper, Andre´ , (eds.), Review
of the Security Council by Member States, Intersentia (2003), pp.132-133.
 ベルンハルトは次のように述べる｡ ｢憲章に基づく義務がこれら (一方的行
為や約束､ 慣習国際法､ 私法契約等) の義務に対しても優先するものではない､
と推定することは正しくない｡ 第103条は､ 第25条及び国際共同体の基本文書
ないし 『憲法』 としての憲章の性格とあわせて読まれなくてはならない｡ 従っ
て､ 第103条に通底する理念は､ 憲章義務と条約以外の義務との抵触の場合に
も妥当するのである｡｣ Bernhart, supra note 40, pp.1298-1299.
 例えば､ ロッカビー事件仮保全措置命令において､ ベジャウィ判事は､ 反対
意見で次のように指摘する｡ ｢…この条文は､ 『他のいかなる国際協定 (ここで
は1971年モントリオール条約) に基づく義務』 に対して憲章に基づく義務 (例
えば､ リビアの安保理決議748 (1992) に従う義務) に優先性を付与するもの
であって､ 『義務』 を狙いとしているのであるが､ ―他方で我々は､ 私の考え
では仮保全措置によって保護されるべき 『権利』 を取り扱っている―条約以外
の起源を有する一般国際法から生じる権利を含むものではない｡｣ Case
Concerning Questions of Interpretation and Application of the Montreal
Convention Arising from the Aerial Incident at Lockerbie (Libyan Arab
Jamahiriya v. United States of America) Request for the Indication of
Provisional Measures, Order, 14 April 1992, Dissenting Opinion of
Judge Bedjaoui, para.29. 第103条を安保理に対して第24条とは別個にそして
源を憲章以外の条約や慣習国際法等に求めることができるかどうかにつ
いて､ 第103条の解釈のみにより結論づけることは適切ではない｡ この
点に留意して､ 国際人権規範による法的制約という観点からその淵源に
関する学説を整理しておこう｡
(a) 憲章の目的及び原則説：国連憲章の目的及び原則における信義誠
実原則に基づいて拘束されるという考え方である｡ 国連の内部的・組織
法秩序において国際人権規範の促進任務を負っていることの結果として､
その国際人権規範に拘束されると考える｡ ここでは強行規範の枠を越え
て慣習国際法となっているあらゆる国際人権規範が対象となる｡ 例えば
ドゥ･ヴェットは､ 信義誠実原則とエストッペル概念を関連づけて議論
を展開する｡ 彼女は､ 憲章第２条２項における信義誠実原則は国連機
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明示的に準立法権限を付与する規定として捉える見解に立てば､ このように､
慣習国際法としての一般国際法は含まれないと考えることで､ 安保理に対する
制約を黙示的に導き出そうとしているように思われる｡
 メグレとホフマンは人権基準の適用可能性の基礎に関する議論を整理してい
る｡ 本稿での学説整理は､ 彼らの整理からも一定程度示唆を受けている｡ 彼ら
は､ 人権の適用可能性について主に３つのアプローチがあると指摘する｡ (a)
外部的 (external) 概念：国連を国際法主体としてみることに焦点を当て､ 関
連の国際人権基準にどの程度拘束されるかを評価する考え方､ (b) 内部的
(internal) 概念：国際組織としての国連及びその内部法秩序に焦点を当てる
考え方､ (c) 混合型 (hybrid) 概念：国連はその加盟国が拘束される限りにお
いて､ またその結果として ｢過渡的に｣ 国際人権基準に拘束されるとの考え方
である｡ Me´gret, Fe´de´ ric, & Hoffmann, Florian,“The UN as a Human
Rights Violator? Some Reflections on the United Nations Changing
Human Rights Responsibilities, 25 Human Rights Quarterly (2003), pp.
314-342.
 de Wet, Erica, The Chapter VII Powers of the United Nations Security
Council, Hart Publishing (2004), pp.191-198. より一般的に理解されている
信義誠実原則は､ 安保理の理事国 (特に常任理事国) の行動に重点をおき､ そ
れらが適切な行動をとるよう主張するというものであるが､ この観点から検討す
る論稿として､ Davidson, Elias,“The U.N. Security Council's Obligations
関に対しても向けられており､ 衡平なエストッペル (equitable estopp
el) 概念が機能するとする｡ すなわち､ 国連機関には国際人権規範に反
しないやり方で活動するという ｢正当な期待｣ がもたれており､ その期
待を破ることは不誠実 (bad faith) となる｡ そして安保理の行動の一
貫性及び対世的効果を期待でき､ 客観的評価も可能となるというわけで
ある｡ この議論は､ 上述したサヤディ見解の岩沢意見やロドリー意見な
どで見られた憲章と規約の ｢調和的解釈｣ に連なるように思われる｡
信義誠実原則を通じて国際人権法や国際人道法を憲章の枠内に取り込
む試みについては､ 国連は人権条約や人道法条約の当事者ではないので
拘束されないという主張に対しては説得的な効果をもっている｡ 但し､
この考え方によって国連機関の生み出す ｢正当な期待｣ を客観的に評価
できるかどうかについては議論の余地がある｡ 確かに一般的レベルでは､
国連の名の下で人権文書が作成され､ 履行確保メカニズムが形成されて
おり､ その事実が安保理も人権を尊重するという期待を生み出している､
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of Good Faith, 15 Florida Journal of Int’l Law (2003), pp.542-573.
 国連の軍事活動において､ 国際人道法の中核である1948年ジュネーヴ４条約
を適用できるかという点も､ ここでの問題に関連するであろう｡ 朝鮮国連軍以
来､ 条約の適用に対して消極的な国連と､ 積極的な立場をとる赤十字国際委員
会 (ICRC) との間で意見が分かれていた｡ 佐藤哲夫 ｢国際組織及びその決定
の正当性―二一世紀における国際組織の課題―｣ 『思想』 第993号､ 2007年､
196頁｡ 概して言えば､ 国連は､ ４条約の適用そのものについては否定的な態
度をとりながらも､ 国連緊急軍 (UNEFⅠ) やコンゴ国連軍 (UNUC) 等の
実行を通じて､ 軍事要員の行動に適用可能な国際条約の ｢原則及び精神｣ を尊
重するという立場を貫いてきている｡ その具現化である事務総長の ｢告示｣ に
ついて､ 新井京 ｢｢国連軍による国際人道法の遵守｣ に関する事務総長告示｣
『京都学園法学』 第1号､ 2000年､ １頁｡ 国連の軍事活動における国際人道法の
役割を包括的に検討するものとして､ Zwanenburg, Marten, Accountability of
Peace Support Operations, Martinus Nijhoff Pub. (2005), 藤井京子 ｢国連平
和活動と国際人権法・国際人道法｣ 『世界法年報』 第27号､ 2008年､ 76-105頁｡
とは言えよう｡
しかし､ 具体的事例における具体的基準の適用となると､ 客観的評価
には困難を伴うことがわかる｡ 例えば､ ドゥ・ヴェットは､ 経済制裁の
文脈で各規約委員会の一般的意見を基準として検討するが､ 委員会の
一般的意見が ｢正当な期待｣ を客観的に評価する根拠たりうるのかとい
う問題がある｡ さらに ｢正当な期待｣ を生み出す ｢機関の実行｣ とは国
連全体のそれを指すのかそれとも安保理のそれを指すのかという問題も
ある｡ また実行をめぐっては､ 確立したものが必要なのかそれとも一時
的な実行でたりるかなど不確定要素が大きいので､ 循環論に陥る危険性
がある｡
(b) 慣習国際法説：第103条の優越性が及ぶのは条約のみであり､ 慣
習国際法やICJ規程第38条に示される法の一般原則となっている人権規
範をそれ自体自律的な効果をもつ制約として導き出す見解である｡ 国
連が､ 加盟国とは別個の国際法主体である以上､ 既存の慣習国際法に拘
束されること自体に疑いはない｡ しかし既に述べたように､ 第103条に
慣習国際法は含まれないとの解釈は理論的及び実際的に難点がある｡
さらに､ 慣習国際法説の問題点は､ その認定方法にある｡ この点は､
一般国際法としての慣習国際法論における内在的な問題であり､ ここ
で簡略に論じることのできるような類の問題ではない｡ 少なくともここ
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 de Wet, supra note 48, p.217 et seq.
 Fassbender, Bardo, Targeted Sanctions and Due Process, Study
Commissioned by the United Nations Office of Legal Affairs, pp.6-8 at
http://www.un.org/law/counsel/Fassbender_study.pdf (as of 25 January
2010), 以下､ Fassbender Report.
 一般国際法の存在形式を慣習国際法に限定することの問題性を指摘するもの
として､ 小森光夫 ｢一般国際法の法源の慣習法への限定とその理論的影響 (一)
(二)｣ 『千葉大学法学論集』 第８巻３号､ 1994年､ 1-96頁､ ９巻１号､ 1994年､
185-259頁｡
で指摘できることは､ 次の点である｡ 例えば適正手続の権利ひとつをとっ
ても､ 仮に当該権利が慣習国際法になっていると認定できたとして､ そ
れが国際組織に対して適用される規則として存在するかどうか､ その存
在を確認する方法 (国家実行をもとに判断するのか､ 国際組織の実行を
もとに判断するのか) などについて､ 不確定な要素が多い｡
(c) 強行規範限定説：安保理に対する法的制約は､ 実質的に強行規範
のみであるという考え方である｡ しかし､ 一般的に言えば､ 安保理が
直接的にジェノサイドを行うよう命じる決議やその他特定の人権侵害を
行う措置をとるための決議を採択することは想定しがたい｡ 狭義の ｢抵
触｣ を採用した場合､ 抵触に当たるのはそのような場合のみということ
になり､ 実際的意義はそれほど大きくはないことになる｡ オラクラシェ
ヴィリは､ そうではなくて､ ｢抵触｣ の意味を強行規範と決議の規定が
｢表面的に抵触するかどうかが問題なだけではなく､ それらがもつ効果
及び求めている結果において互いに矛盾する｣ 場合として広く捉える｡
そうすることで､ 国々の権利義務の抵触がより生じやすくなり､ 強行規
範の意義を拡大することができるというのである｡
法政論叢──第49号(2010)
86
(
七
五)
 Fassbender Report, para.8.
 例えば､ Gowlland-Debbas, Vera,“Security Council Enforcement and
Issues of State Responsibility, 43 ICLQ (1994), p.93. 安保理は､ 少なく
とも ｢あらゆる法システムに共通の公秩序という不変の要素｣ としての一般国
際法上の強行規範には従うべきである､ と述べる｡
 Orakhelashvili, Alexander,“The Impact of Peremptory Norms on
Interpretation and Application of the UN Security Council Resolutions,
16 EJIL (2005), pp.70-78.
 Ibid. このような前提に基づいて､ オラクラシェヴィリは､ 次のように述べ
る｡ ｢決議の明確な文言や述べられている意図だけでなく､ 決議の適用の結果
から生じうる必然的結果についても研究すべきである｡ なぜならば､ 安保理は
平和と安全の維持又は回復という完全に中立的な目的を述べることによって強
行規範に反するような意図を覆い隠してしまう可能性があるからである｡｣ 具
＊以上の整理を踏まえると､ 安保理に対する実質的な制約としては､ 国
連の目的及び原則により導かれる制約と､ 強行規範により導かれる制約
の２つの淵源のみが妥当すると考えられる｡ しかし､ 例えば､ 国連の目
的及び原則の広範かつ曖昧な規定は､ 安保理に対する制約としてよりも
むしろ拡大の根拠として機能するので､ 制約とは捉えがたいとする見解
もある｡ このような立場に立てば､ 安保理に対する唯一の制約は､ 強
行規範のみということになる｡ カディ事件及びユースフ事件におけるE
C第１審裁判所の立場は､ ここでいう強行規範限定説に立つものと説明
できるかもしれない｡ 確かに､ 安保理の広範な第7章権限を前提とし
た場合､ ｢実際的な観点｣ からありうる制約としては強行規範に基づく
もののみと考えることには､ それなりの説得力があるようにも思われる｡
しかし､ 学説及び国連の実行に鑑みれば､ 国連の目的及び原則から導
かれる制約はあり得ると考えるべきであろう｡ また､ 強行規範限定説に
立つとしても､ それは強行規範の概念によって有益な制約を導き出すこ
とができるかどうかに依存するのである｡ 立憲的アプローチの要素の一
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体的にどのような形で制約を及ぼしうるかについて検討してみる価値があると
思われるが､ この点は別稿に譲りたい｡
 例えば､ Gowlland-Debbas, supra note 54, p.91.
 但し､ 第１審裁判所の判断は､ EC法秩序におけるEC規則の合法性が問題と
されたものであり､ 国連法秩序において国連憲章の目的及び原則に基づく判断
は､ そもそも裁判所の管轄外にあるとされていることに注意すべきである｡
Case T-306/01, Ahmed Ali Yusuf and Al Barakaat International Foundation v.
Council and Commission, 21 September 2005; Case T-315/01, Yassin
Abdullah Kadi v. Council and Commission, 21 September 2005. なお､ 第１
審裁判所の採用する強行規範概念は不用意に拡張されているとの懸念もある｡
Mart´nez, Luis M. Hinojosa,“Bad Law for Good Reasons : The
Contradictions of the Kadi Judgment, 5 Int’l Org. Law Review (2008), p.
349.
つが､ 安保理に対して広く制約を導き出すことであるとすれば､ ここで
強行規範限定説に ｢限定｣ すべきではない｡
要するに､ 安保理に対する法的制約の淵源としては､ ひとまず国連の
目的及び原則に基づくもの (いわば国連の内部・組織法秩序に属する法
原則及び規則) と強行規範に基づくもの (一般国際法秩序に基づく法原
則及び規則) の両方が並存していると考えるべきであろう｡
両者の違いは､ 国際人権規範の ｢適用可能性｣ という視点から検討す
ると明らかになる｡ メグレとホフマンによれば､ 適用可能性には２つの
意味がありうると指摘する｡ ひとつは､ 国連の ｢内部法秩序｣ における
適用可能性である｡ 国連は､ 確かに憲章によって ｢人権の尊重を促進及
び奨励｣ するよう拘束されるが､ しかし ｢促進及び奨励｣ の失敗はそれ
自体で人権義務の違反になるものではない｡ 憲章の文脈においては､ 国
連は人権尊重義務の名宛人ではなく､ たんに ｢その実現を支援する｣ こ
とが期待されているに過ぎない｡ そうした任務の失敗は技術的には､ 国
連の ｢内部法秩序｣ における違反であるという｡
もうひとつは､ 適用した結果､ 国連の法的責任が生じうるような場合
の適用可能性という意味である｡ この場合､ 国連の人権義務は国連の内
部法的秩序からではなく､ 国際人権諸条約それ自体等 (外部法秩序) か
ら生じるということになる｡ ｢尊重｣ 義務及びより緩やかな程度の ｢確
保｣ 義務の違反はおそらく､ 通常の意味における ｢人権侵害｣ にあたる
という｡ ２つの側面が上の区分と軌を一にしていることは明らかであ
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 Me´gret & Hoffmann, supra note 47, pp.314-342.
 Ibid. しかし､ この考え方は､ 一般的には国連も義務を負うとしつつも､ 国
連が国家ではないことからどのような形でまた何故義務違反が生じるかまでは
ほとんど明らかにしていない｡ こうして､ 彼らは ｢国際人権法がどのように国
連を拘束するかに関する理論｣ と ｢どのように国連が人権を侵害するかに関す
る説明｣ との間にはギャップがあると指摘する｡
る｡
法的制約とは結局のところ､ 安保理の活動全般にわたって適用可能な
規範を見出すことである｡ そうであるとすれば､ 内部法秩序と外部法秩
序に分類した上で､ 適用の結果生じる法的責任の違いを整理していくよ
りも､ まずは､ 適用可能性を広く捉えて､ どのような法的制約があり得
るかを詳らかにしていく他はないと考える｡ そして､ それらの法的制
約が強行規範と認定できるかどうか､ あるいは憲章の実行に取り込まれ
ていると考えることができるかが､ 評価の基準となるであろう｡
こうした観点から規約委員会の役割について検討してみると､ 次の点
を指摘できる｡ まず強行規範についてである｡ サヤディ事件で違反認定
された権利は､ 強行規範ではない｡ しかし､ 規約委員会の実行を見ると､
とりわけ一般的意見を通じて､ 一定の権利が強行規範であると言及して
きている｡ 特定の権利が慣習国際法または一般国際法であると言明す
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 例えば､ アルヴァレスは､ 憲章第１条､ 55条及び56条によって様々な人権条
約が組み込まれている (つまり､ 直接的に人権諸条約の適用がある) という見
解に疑問を呈している｡ 人権尊重の必要性が認識されているとすれば､ それは
解釈を通じた制度的実行 (institutional practices) に基づいてであるという｡
さらに､ 拘束されるとすれば強行規範となっている場合のみであるともしてい
る｡ Alvarez, supra note 44, pp.125-135.
 但し､ このことは将来的に外部法秩序に基づく法的責任と内部法的秩序に基
づく法的責任が理論的に整理されていくことを否定するものではない｡
 例えば､ 緊急事態に関する一般的意見29の第11項では､ 第4条における逸脱
できない権利概念と強行規範概念の関係を次のように整理している｡ ｢11 第
４条の逸脱できない規定の列挙は､ 全く同じというわけではないが､ 特定の人
権義務が国際法の強行規範としての性質を有しているかどうかに関係している｡
規約第２条４項において特定の規定が逸脱できない性質のものであると宣明し
ていることは､ 規約という条約形式において保障されるいくつかの基本的権利
(例えば､ 第６条及び第７条) が強行的性質を有していることを部分的に承認
しているとみるべきであろう｡ しかし､ なかには緊急状態において逸脱するこ
とが絶対に必要となるわけではないという理由から､ 逸脱できない規定のリス
ることは規約委員会の任務ではなく､ あくまで規約で保障された権利の
保護・実現が任務である｡ しかし､ 規約委員会によって示された意見・
見解を他の国際的な機関が言及・依拠することはありうるだろう｡ そ
して､ 憲章の目的及び原則の観点からは､ 国連の実行に取り込まれるこ
とを意識した意見･見解の表明という役割を見出すことができる｡ Ⅲの
１で検討した先例の法的効果という問題と併せて考えると､ 憲章の目的
及び原則説が実態に親和的であるように思われる｡
要するに､ 安保理が憲章第７章の措置として直接個人に影響を及ぼす
手段を選択する場合には､ 国際人権規範に対する配慮が必要になってく
るのであり､ このことは安保理が人権の保護・実現のために第7章措置
の対象を拡大させてきていることを併せ考えると､ ますます重要になっ
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トに盛り込まれた権利がいくつか存在することは明らかである (例えば､ 第11
条及び第18条)｡ さらに､ 強行規範の範疇は､ 第４条２項の逸脱できない規定
のリストを超えるものである｡ 締約国は､ いかなる場合であっても､ 例えば､
自由の恣意的な剥奪にあたる人質行為や集団的処罰､ または推定無罪を含めた
公平な裁判の基本的原則からの逸脱など､ 人道法または国際法の強行規範に違
反して行動するための正当化理由として規約第4条を援用することはできない
のである｡｣ General Comment 29, CCPR/C/21/Rev.1/Add.11, 31 August
2001. なお､ 強行規範と逸脱できない権利を同一視することはできないという
点について､ 寺谷広司 『国際人権の逸脱可能性』 有斐閣､ 2003年､ 214-273頁｡
 前述のパレスチナの壁ICJ勧告的意見参照｡ また､ タジッチ事件上訴裁判部
中間判決では､ 規約第14条１項にいう ｢法によって設置された｣ という文言の
解釈について､ 規約委員会の一般的意見13と関連するいくつかの見解を参照し
た｡ そこで､ 規約委員会は､ ｢臨時の｣ または ｢特別の｣ 裁判所が裁判所は法
によって設置されるという必要条件と矛盾すると決定づけてはおらず､ 条文は､
｢臨時｣ にせよそうでないにせよ､ いかなる裁判所も被告に対して真に第14条
に規定される公正な裁判の保障を確保することを意図したものであるという立
場をとっているとする｡ Prosecutor v. Dusko Tadic a/k/a“Dule, Decision on
the Defense Motion for Interlocutory Appeal on Jurisdiction, 2
October 1995, para.45.
てくるポイントなのである｡ ウェッジウッド委員が指摘したように､
そもそもテロリズム対策としての狙い撃ち制裁は､ 無辜の市民がテロリ
ズムの被害にあうことすなわち人権保護のために行われていると考える
こともできるのであり､ そうした措置によって人権侵害が行われると
いうのは話が ｢あべこべ｣ なのである｡ 規約委員会に求められる役割
とは､ そうした点を改善するよう安保理に対して間接的にではあれシグ
ナルを送ることである｡
問題は､ そうしたシグナルを送る上で規約委員会が示す人権の基準
(規約の解釈) に普遍性があるかどうかである｡ 別言すれば､ 先に検討
した規約委員会の見解の法的効果の議論と併せ考えれば､ そうした見解
を含む規約委員会の判断における法的理由と､ 問題となっている権利の
解釈が普遍的に妥当する可能性があることを示すことが規約委員会には
求められるのである｡ この点は､ サヤディ見解を考察しても明らかな
ように､ 必ずしも満足する結果とはなっていないという意見もありう
る｡ しかし､ 全体として見れば､ 国際人権規範による一体性を一定程
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 Clemens A. Feina¨ugle,“The UN Security Council Al-Qaida and Taliban
Sanctions Committee: Emerging Priniples of International Institutional
Law for the Protection of Individuals?, von Bogdandy, Armin, et al
(eds.), The Exercise of Public Authority by International Institutions, Springer-
Verlag (2010), pp.101-131.
 Views, p.30.
 小畑は､ 安保理が一般国際法上の人権規範に法的に拘束されるかどうかにつ
いて直ちに肯定的な結論を下すことはできないとしつつ､ ｢憲章7章に基づいて
行動する安保理が国際的公共利益に仕える機関であることからすれば､ 問題に
なっているのが公共性の国際的に認められた必須の手続的要件なのであるから､
それからの逸脱は特別の理由がない限りみとめられないであろう｣ と指摘する｡
小畑 ｢前掲論文｣ (注10) 13頁｡
 Buergenthal, Thomas,“The U.N. Human Rights Committee, 5 Max
Planck Yearbook of UN Law (2001), p.395.
 Milanovic´ , supra note 22, p.536.
度想定できる基盤が整ってきていると評価できるのでないかと思われ
る｡
３ 規約委員会による法的コントロールの可能性？
立憲的アプローチのポイントのひとつは､ 司法機関の ｢司法審査｣ に
より実現される権力の抑制である｡ しかし､ これまでの検討からも明ら
かなように､ 国際組織とりわけ安保理の第７章権限の文脈では､ そのよ
うな国内憲法の基準を当てはめることは現実適合性の観点から困難であ
る｡ 他方で､ 安保理の純粋な ｢自己監査｣ にも問題・限界があることが
明らかになってきている｡ 安保理が権限を拡大させて､ 個人に直接的に
影響を及ぼすような措置をとるようになればなるほど､ 個人を扱う他の
国際的な機関とそれぞれの権限が ｢競合｣ する可能性は増す｡ しかし､
その ｢競合｣ を解決する規範は国際法上未だ確立していないのが現状で
ある｡
これは現行国際法上の限界である｡ 規約委員会に直接的な司法審査権
はなく､ サヤディ事件のような場合であっても､ 規約委員会が個人通報
制度に基づいて扱うことのできる事案は､ 議定書締約国の ｢管轄の下に
ある個人｣ の人権侵害に関わるものに限定される｡ また直接的に審査の
対象となるのは､ 安保理の行為ではなく安保理の行為に基づく義務を履
行する国の措置である｡ さらには､ 審査の結果出される見解も､ 既にみ
たように一般には法的拘束力はないとされ､ 様々な議論はあるにせよ､
法政論叢──第49号(2010)
92
(
六
九)
 Thallinger, Gerhard,“Sense and Sensibility of the Human Rights
Obligations of the United Nations Security Council, 67 Zao¨RV (2007),
pp.1015-1040.
 Gestri, supra note 1, pp.25-53.
 Ciampi, Annalisa,“ Individual Remedies against Security Council
Targeted Sanctions, 17 Italian Yearbook of Int’l Law (2007), pp.55-77.
当該締約国に対してさえ厳格な意味における司法審査を意味するわけで
はない｡ そうした見解は ｢全く法的意義がない｣ わけではないとしても､
安保理決議を無効にするというような意味で安保理と規約委員会の関係
を想定することはできないであろう｡
Ⅲの１で述べたように､ 規約委員会とその見解の法的地位及び法的効
果は､ 特殊である｡ 安保理との関係で､ 広義の ｢同一の事案｣ を扱う国
際的な司法機関を大雑把に挙げてみると､ ICCやECJ､ 欧州人権裁判所
などがある｡ 特に､ ECJや欧州人権裁判所は､ サヤディ事件とほぼ同じ
事例を対象とする可能性がある｡ これらの機関は ｢司法機関｣ であり､
その決定も当事者に対して法的拘束力を有する｡ その意味で､ 規約委員
会の特殊性は欠点ともいえる｡
規約委員会の特殊性が利点と考えられる側面もある｡ 例えば､ 国連と
の密接な関係という観点からは､ 狙い撃ち制裁の実効性を担保する安保
理機能の集権的性格に配慮するという発想も十分に想定できるし､ 実際
にサヤディ見解はそうした考慮によって規約委員会自体が苦悩したこと
を物語っている｡ 他方で､ 規約委員会はあくまで国連とは別個の組織
体であるという観点からは､ 旧ユーゴ国際刑事裁判所 (ICTY) のタジッ
チ事件とは対照的である｡ というのも､ タジッチ事件では､ 実際に個人
を処罰するためのICTY設立の合法性が争われ､ ICTY自身が自らその
合法性を確認した｡ しかしそもそもICTYは安保理の補助機関であり､
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 ECJのKadi事件､ 欧州人権裁判所のBehrami & Saramati事件等を参照｡
 Ⅲ 2 (c)で紹介したロドリー委員の意見を参照｡
 ICTY Decision supra note 64, paras.26-48. また､ 規約委員会と対照的な
点は､ そうした判断を行う権限の根拠である｡ タジッチ事件においてICTYの
上訴裁判部は､ ICTYの設置の合法性を ｢憲章の目的及び原則｣ に照らして判
断したものであると捉えることができる｡ ICTYは､ 安保理の補助機関であり､
国連法秩序に属する機関として､ ｢固有の管轄権｣ に基づいてそのような判断
する権限を有していると考えられる｡ Paras.14-22.
自らの存在根拠を否定することはおよそ想定し難い､ としばしば指摘さ
れた｡ これと比較して､ 規約委員会は安保理の､ さらには国連システ
ム全体におけるテロリズム対策という任務の重要性を認識しつつ､ 国連
とは一歩離れた所から判断できるということが想定されるのである｡ 国
連とは一応別個の組織体という意味では､ ECJや欧州人権裁判所も同じ
であるが､ 規約委員会には､ 国際人権規範の履行確保の観点から､ 地域
的特殊性ではなく､ 一応の普遍的妥当性を主張できるという強みがあ
る｡ もちろん､ このことは､ 人権の特殊性と普遍性の議論とは一応
切り離して考えられるべきではある｡
もう１点､ 規約委員会の特殊性を利点と見なすことができる側面があ
る｡ それは､ 見解のフォローアップ制度､ 別の言い方をすれば ｢判決｣
の ｢執行｣ に関連する｡ 規約委員会は､ 見解のフォローアップについ
て当該締約国からどのような反応があったか (なかったか) を年次報告
書にまとめて国連総会に提出している｡ これに対して総会が具体的な行
動をとるということはなかなか実現できていないところではあるが､ 理
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 例えば､ 岡田泉 ｢旧ユーゴ国際刑事裁判所の設置に関する一考察｣ 『紛争解
決 (日本と国際法の100年)』 三省堂､ 2001年､ 211頁｡
 Ⅲの１の(b)を参照｡ 但し､ 非締約国にアジア・中東地域の国が多いことに
は注意が必要である｡
 大沼保昭 『人権､ 国家､ 文明』 筑摩書房､ 1998年､ 特に第四章を参照｡ また､
阿部浩己・岩沢雄司・大谷美紀子・木村徹也・坂元茂樹・北村泰三 ｢《座談
会》国際人権の客観性と主観性―国際人権法の履行体制の検討｣ 『法律時報』
第995号､ 2008年､ 8-37頁｡
 判決の執行が議論されることはあまりないが､ 例えば､ 国連憲章第94条２項
には､ ICJ判決の執行について安保理の関与が規定されている｡ ｢事件の一方
の当事者が裁判所の与える判決に基いて自国が負う義務を履行しない時は､ 他
方当事者は､ 安全保障理事会に訴えることができる｡ 理事会は､ 必要と認める
ときは､ 判決を執行するために勧告をし､ 又はとるべき措置を決定することが
できる｡｣
論的には､ 欧州人権裁判所判決の執行における欧州評議会 (the Council
of Europe) の閣僚委員会と類似の任務を想定することはできるかも
しれない｡ これは､ 見解だけではなく､ 規約委員会の国家報告審査また
は一般的意見の発出についてもあてはまるであろう｡ 総会と安保理の関
係は一層困難な問題を提起するが､ 規約委員会の発出する ｢法的｣ 判断
を政治的機関が慎重に受け止めて適切に対応するというメカニズムは実
際に存在しているのである｡ 具体的に機能させようという国連加盟国の
政治的意思が欠けているのみである｡
理論的には様々な問題があるが､ サヤディ見解の実際上の効果につい
ても考慮すべきであろう｡ 本件を受けて､ サヤディとヴァンクは実際に
2009年７月20日にリストから削除された｡ 近年､ 様々な訴訟が提起さ
れているが､ そのうち今のところ違反認定を獲得できた個人・団体はそ
の他にECJのカディとアル・バラカットのみである｡ しかも､ カディ
国連安全保障理事会と自由権規約委員会の関係──丸山
95
(
六
六)
 欧州人権条約の第14追加議定書は､ 2004年５月の採択以来､ ロシアの未批准
により長いこと未発効のままであったが､ 2010年６月１日から発効することと
なった｡ 第14追加議定書は､ 主に膨大な訴訟件数を抱える欧州裁判所の手続効
率化を目指したものであるとされるが､ 判決の執行における閣僚委員会の権限
強化も含んでいる｡ すなわち､ 従来の欧州人権条約第46条 (判決の拘束力及び
執行) は ｢１ 締約国は､ 自国が当事者であるいかなる事件においても､ 裁判
所の最終判決に従うことを約束する｡ ２ 裁判所の最終判決は､ 閣僚委員会に
送付される｡ 閣僚委員会はその執行を監視する｡｣ と規定するのみであったが､
議定書の発効によって､ 第３､ ４､ ５項が加わることとなった｡ 第３項は､ 判決
の執行を妨げるような解釈問題がある場合に､ 当該解釈問題の裁定を裁判所に付
託する閣僚委員会の権限を定める｡ 第４項は､ 締約国が判決の履行を拒否してい
ると考える場合に､ 第46条１項に基づく義務違反の有無を裁判所に付託する閣僚
委員会の権限を定める｡ そして､ 第5項は､ 裁判所が１項違反を認定する場合は､
とるべき措置を検討するために事件を閣僚委員会に付託すると定めている｡ 第14
追加議定書の邦訳は､ 奥脇直也編集代表 『国際条約集』 有斐閣､ 2009年､ 343
頁｡
 SC/9711, 21 July 2009, see also Updated Watson Report, pp.16-17.
 SC/9773, 22 October 2009.
は引き続きリストに記載され､ 認定後に非リスト化に成功したのはサヤ
ディ夫妻とアル・バラカットのみである｡ こうした事実のみでは明確な
結論を引き出すことは難しいが､ やはり規約委員会による見解の一定の
影響力を指摘できるであろう｡
また､ 規約委員会は､ リスト化をめぐる事実の評価はできないが法に
基づく評価はできると考えられる｡ つまり､ 個人に対してとられた措
置が人権を侵害していないかどうかという観点からである｡ 評価の基準
となる法とは､ いうまでもなく自由権規約に示された人権規範を指すが､
規約第46条で国連憲章との関係が規定されていることを考慮すると､ 委
員会には一定の限度で国連憲章に基づく評価も認められていると考える
ことはできないであろうか｡ いずれにせよ､ ここで訴えられる当事者は
安保理の制裁を履行する締約国ではあるが､ その締約国に裁量の余地が
ない場合､ 締約国の違反認定は間接的に安保理の違反を認定することと
なる｡ これに対して裁量の余地がある場合､ 安保理の違反認定と受け止
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 但し､ 次の指摘に見られるような点にも留意する必要がある｡ ｢…間接的審
査に依拠しようという議論は､ 状況次第でどのように大きな政治的影響力を発
揮するものであっても､ テロリストとされた者の資産が実際に存在する国家の
個別事情に基づく発言権を不均等に増大させるという､ …道義上の問題を孕ん
でいる｡ したがって､ 間接審査で明らかになった制度の問題点を指摘していく
としても､ やはり安保理そのものを相手取る独立の審査機関を設けるべき､ と
いう正面からの議論を､ どんなに政治的に困難があるとしても展開する必要が
あろう｡｣ 小畑 ｢前掲論文｣ (注10) 13頁｡
 Milanovic´, supra note 22, pp.531-532. この区別は､ ICJによる安保理決議
の司法審査の文脈であるがデュガードによる､ 実体的審査 (substantive
review) と付随的審査 (incidental review) の区別と関連しているように思
われる｡ 前者は､ 安保理の脅威認定を指し､ これは審査できない｡ しかし､ 後
者は認定に基づいてとられる特定の制裁措置の審査を指し､ ICJはこれを法に
基づいて審査できるというわけである｡ Dugard, John,“Judicial Review of
Sanctions, Gowlland-Debbas, Vera, (ed.), United Nations Sanctions and
International Law, Kluwer Law International (2001), p.88.
めることは難しくなる｡ サヤディ見解は､ 一見して後者の論理をとって
いるように思われるが､ リスト化・非リスト化の権限が制裁委員会にあ
ること､ そしてリスト化の結果として人権侵害が生じていることに鑑み
れば､ 実質的には安保理の行為の間接的な評価と位置づけうる｡ そうで
はなく､ 国の裁量に基づく行為を原因とする場合であっても､ 国の行為
に対する安保理の監督責任を議論する余地はあるであろう｡
以上の検討を総合すると､ ｢司法機関による司法審査｣ という厳格な
意味で権力の抑制 (または権限配分) を評価することは国際社会の現状
に適していない｡ 司法機関による統制を ｢司法的コントロール｣ と呼ぶ
用語法があるが､ これも評価の枠組みとしては適していないように思
われる｡ そもそも国際組織の活動を法的にコントロールするとはどのよ
うな意味をもつのか｡ 端的に言えば､ 司法機関の審査に限定されるのか
それ以外のものを ｢法的｣ と呼ぶことができるのか､ さらにはそのよう
な司法機関はICJに限られるのか､ それともその他の国際・国内裁判所
にも認められるのか､ という問題である｡
本稿における規約委員会の役割を考えると､ より緩やかで多層的な
｢法的コントロール｣ の概念を用いることが有益であるように思われる｡
すなわち､ 法的コントロールとは､ ｢組織の決定が､ より高位の規範と合
致しているかどうかを検証し､ 合致するよう保護する多様なプロセス｣
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 欧州人権裁判所のBehrami & Saramati事件参照｡ この点は､ 安保理が実
際に行動していないこともあって､ あまり議論されてこなかった｡ しかし､ 強
制措置の実効性という観点からは､ 大変に重要な問題を提起しているように思
われる｡
 例えば､ 古川照美 ｢国際組織に対する国際司法裁判所のコントロール―国際
組織の権限踰越 (ultra vires)｣ 『国際法外交雑誌』 第78巻３号､ 1979年､ 3-72
頁､ 同 ｢国際組織に対する国際司法裁判所の司法的コントロール：その審査手
続について｣ 『法政研究』 第45巻３･４号､ 1979年､ 111-164頁｡
 Lopez-Jacoiste Diaz, M.a Eugenia, Actualidad del Consejo de Seguridad
を意味する｡ これは､ 何らかの抑制を及ぼそうという意図をもって､ 法
(ここでは国際人権規範) に基づく見解を示すことと言いかえることも
できる｡ ｢より高位の規範｣ に強行規範以外のものが含まれる可能性が
あることは､ 前節で見た通りである｡
随分広い概念ではあるが､ 少なくとも規約委員会の役割を積極的に評
価する上では必要な概念である｡ 司法的コントロール概念では､ 規約委
員会及びその作用は対象とならないからである｡ 上述の ｢法的コントロー
ル｣ を採用した場合､ 他にも対象は拡大する｡ 国際人権規範の観点から
は､ 規約委員会以外にも国連人権高等弁務官､ 国連難民高等弁務官､ 国
連人道問題調整事務所や人権理事会､ 諮問委員会等､ 安保理が強制行動
を行う上で関係性をもつ機関は多く存在する｡ いずれの機関も､ 直接的
には安保理と従属関係にはない｡ また､ 多くは総会によって設立された
補助機関である｡ こうした機関も法的コントロールを及ぼす機関とし
て把握することができるであろう｡
そして､ 様々な機関ないし行為主体が実効的に機能するうえで､ 国際
法専門家の役割を過小評価すべきではないであろう｡ ICJをはじめとし
て､ 法的コントロールの観点から権力の抑制が働くかどうかは､ 制度上
の司法機関としての性格よりも､ 実質的に司法的機能を果たしているか
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de las Naciones Unidas: La legalidad de sus decisiones y el problema de su
control, Editorial Civitas (2003). 本書については､ 次の書評を参照｡ Book
Review by Constantinides, 16 EJIL (2005), pp.787-791, see in particular
p.789.
 従来は経済社会理事会の機能委員会の一つであった人権委員会は､ その機能
や在り方について様々な批判を受けていた｡ 2006年３月､ 総会は､ 国連改革の
一環として新たに人権理事会を設立した｡ 名称は理事会であるが､ 法的な位置
づけとしては総会の補助機関である｡ 人権理事会への改組の経緯及び変更点に
ついて例えば､ 立松美也子 ｢人権理事会の成立｣ 『山形大学紀要 (社会科学)』
第37巻２号､ 2007年､ 87-104頁｡
どうかに依存する｡ また､ 様々な機関ないし行為主体としての国際法専
門家は､ 安保理が将来において依拠すべき国際法規範の形成に対して少
なからず貢献していると評価できる｡ いずれにせよ､ 国際法専門家の役
割という観点を一つのポイントとして､ 現行の制度を運用面から改善し
ていくことは可能であろう｡ 但し､ 実際には､ それぞれの影響力は大変
小さなものであり､ このような評価の仕方は ｢理想的に過ぎる｣ または
｢危険である｣との反論がありうることに留意しなくてはならない｡
逆に言えば､ 規約委員会 (専門家) の影響力は､ 守るべき権利の普遍
性をどの程度説得的に提示できるかにかかっているといえよう｡ しばし
ば指摘される点であるが､ 規約委員会のように､ 法的拘束力のない見解
や一般的意見のみを発することのできる機関にとって､ その権威はかな
りの程度､ 個々の委員の専門性に依存し､ そうした決定に対して説得的
な理由づけを付与できるかどうかにかかっているのである｡
Ⅴ 結びにかえて
狙い撃ち制裁に限って言えば､ 安保理は格段にその手続を改善してきて
いる｡ 2009年12月に決定されたオンブズパーソンの設置は一つの到達点と
見ることができるであろう｡ その要因は様々に考えられるが､ 多くの国際・
国内裁判所で訴訟が提起されており､ なかには人権侵害を認定した判決も
出てきたことが最も大きな要因のひとつであることは確かである｡ 本稿で
検討の対象とした規約委員会によるサヤディ事件の見解も同じ文脈に位置
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 Klabbers, Jan,“Constitutionalism Lite, 1 Int’l Org. Law Review (2004),
p.56. ｢立憲的アプローチはまた､ 政治の政治的性質を承認し､ 高度に政治的な決
定を国際組織の内部にせよ､ その他にせよ管理的 (managerial) または専門家の
委員会に委ねるといった誘惑に対して屈しないよう､ 思慮が求められる｡ 政治責任
は､ 他でもない政治的行為主体によって果たされるべきであり､ また密室ではなく
完全に目に見える形で (in full view) 果たされるべきである｡｣
づけることができる｡ 違反を認定されたベルギーが､ 2009年以降､ 安保理
内における改善推進グループである ｢同志の国々｣ に加わったことは､ 同
見解との関連性を推測させるものである｡ 安保理による改善の動きを促す
上で規約委員会が果たした役割を軽視すべきではないであろう｡
本稿では､ サヤディ見解を踏まえて､ 狙い撃ち制裁における安保理と規
約委員会の関係を立憲的アプローチの視点から検討することを試みた｡ 検
討は部分的であり､ 一般的な結論を導くことはできない｡ しかし､ 国際人
権規範に基づく一体性を想定できる段階に入ってきていること､ そして法
的コントロールという概念において､ 規約委員会の行動が一定程度安保理
に対する抑制となっていることが確認されたように思われる｡ 安保理の行
動に国際人権規範を反映させるためには､ 規約委員会の個人通報制度に
留まらない全体的で積極的な行動が求められる｡
規約委員会と安保理の分権的構造は､ 安保理に対する一定の歯止めと
なる可能性をもっているが､ 他方で､ 安保理の実効性が拠って立つところ
の集権的性格に対する障害ともなりうる｡ 結局のところ､ 安保理自身によ
る､ さらには安保理を動かす国々の政治的意思または自己抑制に依存する
ところが大きいといわざるを得ない｡ その意味で､ 決議1904によるオンブ
ズパーソンの設置は一歩前進として､ 積極的に評価されるべきものと考え
る｡
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 2010年６月３日､ 事務総長は最初のOPとして､ カナダ出身のKimberly Prost
氏を任命した｡ 彼女は､ 元カナダ連邦検事であり､ ICTYの判事 (ad litem)
や国連薬物犯罪事務所 (UNODC) 法務部門の長などを歴任しており､ 決議
1904の第20項に掲げられた ｢法律､ 人権､ テロ対策及び制裁といった関連分野
における経験を有する高名な個人｣ として適任と思われる｡ なお､ 彼女は着任
後の７月15日に開催されたプレス発表で､ OPの独立性と､ リスト化された個
人のOPへのアクセシビリティが重要であると述べている｡ 今後の実践に注目
したい｡ 詳細はOPのHPを参照｡ http://www.un.org/en/sc/ombudsperson/
いずれにせよ､ 国際人権規範の保護・実現に大きな役割を担う規約委
員会の動きが安保理との関係においても､ もっと注目されても良いように
思われる｡
[完]
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